
資料１

日本中央競馬会・地方競馬全国協会について

平成１７年２月２１日
農林水産省



１ 日本中央競馬会の取組み
（１）売上げの拡大、経営資源の効率活用に向けて

○平成９年をピークに売上げは減少しているものの、継続して剰余金を計上。
○今後もコストの削減や売上げ拡大に向けた経営努力が必要。

○経営改革委員会を設置し、顧客ニーズに対する
積極的な取組み、経営原理に即した事業運営の
徹底等の経営改革を推進。
○委員会による改革の進行についてフォローアップ。
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中央競馬の売得金と剰余金の推移

導入前の発売金の対前年比
９６．６％

導入後の発売金の対前年比
９８．８％

推計２２２億円の増

３連単の効果（Ｈ１６．９～）

はくぼ競馬の効果（Ｈ１６．７～）

北海道の夏期の遅い日没時間を考慮し
発走時刻を１時間程度繰り下げ

第２回函館対前年比
４．６％の増

第１回札幌対前年比
１４．１％の増

電話投票会員の拡大

Ｈ１４の会員数
１９３万人

Ｈ１６の会員数
２２０万人

電話投票による発売金
３．１％の増

１

① 顧客ニーズに対する取組みとして、３連単の新商品の導入、はくぼ競馬の実施など発売時間の
延長、電話投票会員の拡大等の売上げ拡大策の推進



② 経営原理に即した事業運営の徹底等として、

※ Ｈ１７には２兆５千億円程度の売上げになるとの予測（Ｈ１２試算）のもと、Ｈ１３～Ｈ１７まで
１３００億円程度のコスト削減に取組中（Ｈ１３～Ｈ１５で約７００億円のコスト削減を実現）。

※ 年功的・一律的な処遇・人事体系を見直し、成果等の評価に応じた人事を行う制度を新たに
導入

成果評価
→ 目標の設定、難易度と
達成度を評価

期待行動評価
→ 職務遂行、目標達成の
プロセスを評価

評価制度の導入

新等級表の設定

部長以下の管理職区分の見直し
→ 一律的な処遇から格差を
設定し、管理職手当も見直し

昇級の見直し
→ 昇給額に格差を設定、
昇級無し、降給も導入

全管理職員

全管理職員

等級制度の見直し
迅速、柔軟かつ的確に対処し得る
強力な組織の構築

２



（２）業務関係取引の効率化に向けて

○随意契約から競争契約への積極的な取引の見直しと取引の透明性の向上

① 取引内容を検証し、性格上競争性のない取引（ウインズ等の土地建物賃貸借契約等）を除いた
契約を対象として、３カ年で競争契約の比率を金額ベースで５０％まで高めることを目標。

② 毎年、①の目標についての進捗状況を検証し、公表予定。

③ 子会社等について、競馬会の経営の更なる効率化の観点から、事業の再編、統廃合について
研究・検討。

上記以外の取引
（例）
競馬場内の清掃業務
警備業務
物品調達 （③～⑦が中心）

性格上競争性のない取引
（例）
ビルオーナーとの契約（①関係）
競馬開催のための特殊装置（②関係） 競争契約割合

（Ｈ１５：３７．８％）

→５０％を目標

進捗状況を検証
公表予定

（分類の視点）
競争契約できるものは積極的
に移行する視点で検証

Ｈ17～Ｈ19で移行

（
公
正
確
保
）

（取引内容、子会社等の見直しの検討）

〔現在の取引の態様〕
① 土地建物賃貸借（ウインズ等の賃貸借契約）

② 勝馬投票集計システム運用保守

③ 清掃・警備 公正確保の観点（業務エリアへの
立入等）から子会社と随契

④ 競走馬輸送

⑤ 物品調達

⑥ 工事

⑦ その他

事業の再編
統廃合の研究・検討

３

子会社等について
①競馬会の経営の更なる効率化
②ファンサービスの一層の充実
の視点で検証

〔子会社等の状況（Ｈ１５）〕
① 子会社・関係会社：１２社（うち赤字：５社）

② 関連公益法人：１２法人
（うち繰越金の取崩：３法人）



④ 入札結果等の契約に関する情報については、ホームページを利用して積極的に情報開示。

（日本中央競馬会のホームページより）

入札結果の公表

４



２ 競馬の魅力の向上に向けた取組み

（１）競馬商品（勝馬投票券）の多様化に向けて

○競馬における唯一の商品は「馬券」、「馬券」の価値を高めるのは「強い競走馬」

① 消費者に商品選択の楽しみを供給するためにも、勝馬投票券の多様化は重要であり、各競
馬主催者は新たな勝馬投票券を導入し、商品の多様化に取り組んでいる。

② Ｈ１６年に競馬法改正により、新たに重勝式を追加。

③ 「強い馬づくり」のために、競馬売上げの中から競走馬対策を実施。

（勝馬投票券の多様
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競走馬生産農家

馬主

競馬主催者

ファ

強い馬・多彩な馬による
おもしろいレース

競馬の活性化

馬券の購入たのしみの
提供

新馬購入意
欲の向上

強い馬の
供給

弱い馬・同じ馬による
つまらないレース

競馬の活力の
減退

購入意欲
減退
たのしみの
減少

新馬購入意
欲の減退

新馬の
供給減少

（強い馬づくりの必要

むずかしい

５



（２）参加しやすい競馬のために（多様な参加の仕方の提供）

① 商品である勝馬投票券を購入しやすくするために、競馬主催者は電話投票の拡大や場外発
売所の整備、開催時間の工夫など様々な取組みを実施。

② 競馬法改正により、ファンサービスの観点から入場料の徴収義務を緩和した他、２０歳以上で
あれば、誰でも馬券を購入することを可能とした。

③ ファンとしての参加だけでなく、当事者として競馬に参加しやすくするための方策。

（電話投票の拡大）
○自宅のパソコンや携帯電話からも馬券を購入できる
ように設備を整備

例）電話投票での夜間発売：日曜日のレースは
前日夜８時からオールナイトで発売
→ 開催日に仕事があるファン等への
サービス向上

（場外発売所の整備）
○競馬主催者間で相互に馬券を発売する場間場外

○巨額の施設整備費の投入の必要がないミニ場外
（窓口数：数窓～１０窓程度）の展開

例）北海道営競馬
ミニ場外への投資（Ｈ１３～Ｈ１５：８箇所／９億円）
→ 売上げの向上（ミニ場外での発売額４７億円（Ｈ１５））

（その他）
○発売単価の引き下げ
○はくぼ競馬
○ナイター競馬 等

商品の購入しやすさの提供 競馬に参加しやすくするための方策

（馬主の経済要件の緩和）
○経済要件を徐々に緩和

（小規模個人馬主の事業性）
○小規模であっても事業性が認められ
れば税制上、事業所得にできることと
なった

（多様な馬主形態）
○個人馬主のみならず、組合馬主、
法人馬主、クラブ法人馬主と馬主の
形態を拡大してきた

６



３ 地方競馬の事業収支改善に向けた取組み
（１）事業収支の改善に向けて

① 地方競馬主催者間の連携を進めることにより、競馬関連施設等の共通化によるコスト削減や
人馬の交流によるレースのおもしろさの向上、馬券の相互発売による販路の拡大を図ることを
目的とした競馬法改正を措置。

② 競馬法改正により、事業収支改善計画に基づき地方競馬全国協会への交付金を猶予する
措置を導入。
また、猶予を受けてなお事業収支が改善せずやむを得ず撤退する場合には、猶予した金額を
撤退のための費用に充てることを可能とする措置も併せて導入。

③ 競馬法改正により、競馬の実施に関する事務の民間委託を可能とする措置を導入。

（地方競馬の事業収支状況（H15年度実績）とS33～H15までの一般会計繰入状況）

▲3,350

▲22

▲1,944

▲5,094

▲10,475

▲1,854

▲18,744

累積

赤字

375億円29133,978千葉県競馬組合

506億円2043,938神奈川県川崎競馬組合

1866億円▲737119,682特別区競馬組合

279億円18327,353埼玉県浦和競馬組合

182億円▲6794,664群馬県競馬組合（Ｈ16廃止）

389億円▲1,9687,854栃木県（Ｈ16廃止）

406億円▲3,92236,704岩手県競馬組合

226億円▲34716,903北海道市営競馬組合

292億円▲1,33711,044北海道

一般会計
繰入

単年度

収支

売得金主催者

570億円▲40213,375石川県

108億円▲1012,206金沢市

275億円▲49217,351岐阜県地方競馬組合

575億円▲3,677▲41621,587愛知県競馬組合

1444億円▲20741,527兵庫県競馬組合

411億円▲1,612▲45511,635福山市

70億円▲6,861766,633高知県競馬組合

238億円▲26315,451佐賀県競馬組合

90億円▲660▲2177,711荒尾競馬組合

累積

赤字

一般会計
繰入

単年度

収支

売得金主催者

※売得金、単年度収支、累積赤字についてはH15年度（末）実績 単位：百万円。 （競馬監督課調べ） ７



（２）事業収支改善に向けた地方競馬主催者の動き

○中央競馬と
地方競馬の連携
・勝馬投票券発売の
相互受委託

〔主催者毎バラバラな競馬の実施〕

〔ブロック化や民間委託等の実施〕
（ブロック化）
・施設や競走馬等の共通化
・日程の調整

現在の地方競馬

改正後の効果

地方競馬連携促進
のための調整

中央競馬

日本中央競馬会

○民間委託
勝馬投票券発売事務
競馬場内の警備 等

①連携の動き

〔南関東（埼玉、千葉、特別区、川崎）〕
※ 連携の先駆けとして、勝馬投票集計システムの共通化、日程の調整、人馬の交流を実施。
比較的良好な事業収支の状況。

〔Ｍ＆Ｋ（みちのく（岩手）＆九州（佐賀、荒尾））〕
※ 冬期間競馬開催が困難な岩手と周年開催可能な佐賀・荒尾が連携。馬券の相互発売を
中心に実施。

②民間委託の動き

〔複数の地方競馬主催者〕
※ 競馬法改正により可能となった馬券発売事務や競馬場内・場外施設内の警備等の民間委託を
活用し、ＩＴ関連企業等との連携を検討。 ８



４ 競馬関係法人の見直しの論点
（１）競馬の特性

競馬は刑法の賭博及び富くじに関する罪の特例

・国からの補助金を受けずに
運営

・収入のほとんどを勝馬投票
券の発売に頼らざるを得な
いという中での経営努力

・財政寄与等の役割
・中央競馬では、９兆円を超える国庫納付
地方競馬では、８千億円を超える地方財政
への繰入。

競馬は独立採算が基本公益貢献の役割
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（億円）
日本中央競馬会国庫納付金累計

９兆９３３億円（～Ｈ１５）

・公的な主体が施行

・公的関与
（管理・監督）

公正・中立な競馬を
行う責務

ファンの信頼と本来刑法の特例である競馬を通じての公益的な貢献

ファンの勝馬投票券購入
９



（２）日本中央競馬会の見直しを検討するに当たって

〔刑法の特例である競馬を自ら施行〕

※ 公正性の確保が何よりも必要

※ 公的関与（管理・監督）が必要

※ 中立的な立場からの運営が必要

〔公益的な役割〕

※ 売上げを通じた国家財政への寄与等の役

割を担う必要

〔経営的な側面からの努力〕

※ 企業的手法の導入等

（民間委託、情報開示の推進等）

※ 全国的な施行のメリットを維持

（多様な競馬番組の提供、馬券購入の利便性等）

※ 毎年の売上げ動向を踏まえた事業運営

（規制緩和等により運営の自由度を高める必要）

求められる視点求められる視点

○競馬は健全な娯楽の提供であり、その運営は
独立採算で行われるべきものである。このため、
例えば国の一般会計資金を投入してまで確実に
実施される事業として、独立行政法人通則法に

定められる「国民生活及び社会経済の安定等
の公共上の見地から確実に実施されること
が必要な事業」と位置づけることは困難。

○刑法の特例としての競馬を行うためには、国
家財政への寄与等の公益的な役割を有するこ
とが必要であるため、競馬を広く民間に認める
ことは我が国の法体系上困難。

○また、株式会社の場合、株主の利益とファン
の利益とが一致せず、ファンを第一とする経営
が確保されないことが懸念。
競馬関係者が直接・間接の株主となった
場合、競馬の公正確保上問題

○馬券の売上げに立脚した経営であることか
らファンを最優先とし、その信頼を得ることが不
可欠であり、中立的な立場で民間の要素を取
り入れた運営が可能な組織であることが必要。

組織のあり方の方向組織のあり方の方向
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（３）地方競馬全国協会の見直しを検討するに当たって

公正・中立な競馬の
施行

地方財政への寄与等の
公益への貢献

地域レジャーとしての
役割

※ 個々の主催者毎の
経営改善努力には限界

※ 全国的な視点からの
調整が困難

地方競馬の連携推進が必要

地方競馬に求められる視点地方競馬に求められる視点

〔公正性の確保〕

地方競馬主催者共通の公正確保のための業務を補完
し、全国で統一的に免許・登録等を行う必要。

〔連携のための調整〕

地方競馬主催者間の連携のための調整を全国的な視
点から進める役割が必要。
（地方競馬主催者の合意形成）

〔公益への貢献〕
地方競馬の売上げを活用し、関連産業の振興等を通じて、

公益に貢献する役割が必要。

地方競馬全国協会のあり方の方向地方競馬全国協会のあり方の方向
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